
1．はじめに

　都市圏の普通列車で移動時の快適性を提供するサービ
スとして，JR東日本のグリーン車，JR西日本の Aシー
トのような有料座席サービスがある。新型コロナウイル
スの流行をきっかけにテレワークや時差通勤などの新し
い働き方の導入が進み，都市圏の普通列車の乗車率が減
少した一方で，2023年 10月に JR西日本の大和路線・
おおさか東線には快速うれしートが導入され，JR東日
本の中央線にもグリーン車の導入が予定されていること
などから，有料座席サービスのニーズはアフターコロナ
においても少なくないと考えられる。
　このような有料座席サービスの料金設定は旅客満足度
と事業者収入両方の観点から重要である。例えば，有料
座席サービスの料金が現状より安くなると，普通車両の
利用者が有料座席サービスの車両にシフトして，有料座
席サービスの快適性が下がってしまう。反対に有料座席
サービスの料金が高くなると，有料座席サービスの利用
者が普通車両にシフトし，普通車両が混雑してしまう。こ
のように有料座席サービスの快適性と普通車両の混雑度
は相互に影響しあう。さらに料金設定の増減による事業
者収入の増減は，料金の変化割合と需要の変化割合の大
小関係によって異なる。以上から，適正な料金設定のた
めの基礎的研究として，有料座席サービスの料金の変化
が需要に与える影響を定量化することは重要な課題とい
える。このような料金等の価格が需要に与える影響は，
需要の価格弾力性という指標を用いて定量化できる。こ
れは価格変化に対する需要の感応度を表す指標で，2.3節

で後述するが価格が 1％増加（減少）したときに需要は約
何％減少（増加）するかを示す値と解釈できる。なお，
有料座席サービスの適正な導入車両数の検討といった設
備投資の観点も重要な研究課題であるが，本研究では適
正な料金設定のための基礎的研究を行うこととし，設備
投資に関する検討は対象としない。
　需要の価格弾力性に基づいて適正な料金設定を検討す
ることは重要であるが，有料座席サービスの中で最も歴
史がある JR東日本のグリーン車の料金設定を振り返っ
ても，消費税増税タイミングでの微調整を除いては過去
の料金設定が据え置かれてきたため，最近のデータによ
る裏付けは必ずしもないといえる。なお，2024年 3月
16日にグリーン料金体系の見直しが実施されたが，あ
くまで「よりわかりやすい料金体系」と「IC化やチケッ
トレス化」の推進を目標としている1）。
　学術的にも有料座席サービス需要の価格弾力性を推定
した事例はない。また日本の鉄道運賃を対象に需要の価
格弾力性を推定した事例は少数2）3）4）などあるが，路線単
位で集計されたデータを用いて分析しているなど，いず
れもより精緻な分析を行う余地がある。これは，鉄道の
運賃・料金が航空運賃とは異なり日によって変動せず，
基本的に一定であり，実社会で観測できる事例が限られ
ることに起因する。
　このような状況で有料座席サービス需要の価格弾力性
を推定するための理想的な方法として，路線や日ごとに
グリーン料金をランダムに変化させる社会実験を行うも
のがある。図 1に，安い料金パターンと高い料金パター
ンを設定し，それらを路線や日ごとにランダムに変化さ
せる社会実験を行ったときに得られる結果のイメージを
示す。旅客の鉄道利用距離を示す営業キロが長くなれば
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なるほど，快適性を求めて有料座席サービスが選択され
る確率が徐々に高くなると考えられる。このように料金
設定が 2パターンあると，営業キロと有料座席サービス
選択確率の関係を示す曲線も 2パターン得られる。そし
て 2パターン間の料金の差と，有料座席サービス選択確
率の差の関係を定量化することによって，需要の価格弾
力性を推定することができる。しかしこのような社会実
験を実現するハードルは非常に高いといえる。
　そこで本研究は，社会実験を行わずとも，実社会の営
業路線にあたかも実験が行われたような状況を見出すこ
とによって，有料座席サービス需要の価格弾力性を推定
することを目的とする。具体的には，混雑が最も激しい
首都圏における朝の通勤列車を対象に，グリーン車需要
の価格弾力性を推定する。

2．分析手法

2. 1　分析手法の考え方
　本研究はグリーン車の料金（以下，グリーン料金）の
体系が階段状であり，ある境界線前後において料金が
ジャンプすることを，社会実験における料金変化と見立
てて分析を行った。図 2に，グリーン料金体系の境界線
を利用してグリーン車需要の価格弾力性を推定するイ
メージを示す。
　3章で後述する使用データ年次と合わせて 2015年の
料金体系で説明すると，図 2上部のように営業キロ
50kmまではグリーン料金は一律 770円であるが，営業
キロ 51kmを境に一律 980円に変化し，グリーン料金が
210円ジャンプする。ここで営業キロ 50kmと 51kmの
旅客に着目すると鉄道乗車時間はほとんど変わらないに
もかかわらず，グリーン料金は異なる状況が発生してい
る。したがって図 2下部のように営業キロ 50kmまでは
営業キロが長くなるにつれてグリーン車の選択確率は
徐々に高くなると考えられる一方，グリーン料金が 210
円ジャンプする営業キロ 51kmの境界線では，グリーン
車選択確率が下方ジャンプすると考えられる。このグリー
ン料金とグリーン車選択確率のジャンプの関係を定量化
することによって，グリーン料金の変化がグリーン車需
要に与える影響，すなわちグリーン車需要の価格弾力性
を推定する。なお，営業キロは駅間ごとに小数点第一位
まで定められているが，本稿では特に断りがない限り，
営業キロは小数点第一位を切り上げた整数値を指す。こ
れはグリーン料金のほか，その他鉄道の運賃・料金の算
出でも小数点第一位を切り上げた整数値の営業キロが基
準となっているためである。また，グリーン料金は，車
内購入か，事前購入か（2024年 3月 16日以降は Suica
購入か，紙のきっぷ購入か）によって異なるが，上記は
事前購入の料金を示している。本稿では，通勤旅客は車
内料金より安い事前購入料金にてグリーン料金を支払う
と仮定して分析を行う。
　このように実社会に存在する境界線前後の水準のジャ
ンプを活用して因果関係を定量化する手法は Regression 
discontinuity design（以下，RDD）と呼ばれる。既述の
とおり社会実験を行うことは容易ではなく，また鉄道の
運賃・料金は航空運賃とは異なり日によって変動しない
ことから，それらが需要に与える影響を定量化した事例
は少ない。しかし 2.2節で後述する条件を満たせば，
RDDを用いることによって，社会実験を行った場合と
同程度の精度の結果を得られることが期待できる。

2. 2　RDDの概要と本研究への適用
　RDDはある連続変数 zの値が特定の境界線の値より
も低いか高いかによって，別々のグループに割り付けら図２　グリーン車需要の価格弾力性の推定イメージ

図１　社会実験のイメージ
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れる事象に着目し，その境界線前後にある目的変数 yの
ジャンプを計測することによって何らかの効果を推定す
る手法である。そして RDDを用いて妥当な結果を得る
には，目的変数 y以外の変数は，上記境界線においてジャ
ンプしないという条件がある。
　本研究では上記の連続変数 zを営業キロ，目的変数 y

をグリーン車選択確率とする。そして営業キロ zが
51km未満か以上かによって，グリーン料金が 770円か
980円となる事象に着目し，営業キロ 51km前後のグ
リーン車選択確率 yのジャンプを計測することによっ
て，グリーン車需要の価格弾力性を推定する。ここで妥
当な結果を得るためには，グリーン車選択確率 y以外の
変数（時刻変数や属性変数）には，営業キロ 51km前後
においてジャンプしないという条件を満たす必要がある。
　ここで目的変数 y以外の変数がジャンプしなければ，
連続変数 zとジャンプを表す変数のみを説明変数とした
シンプルなモデルで因果関係を推定できることが RDD
の強みである。ただし RDDにより推定された結果は，
境界線近傍での信頼度の高い結果（内的妥当性）は得ら
れる一方で，境界線近傍以外の場所にどれほど適用でき
るか（外的妥当性）という議論は常に残ることに注意す
る必要がある。

2. 3　本研究におけるRDDモデル式
　本研究では，二項ロジットモデルを用いて，各旅客が
グリーン車を利用するか，利用しないかを定式化する。
二項ロジットモデルとは，2つの選択肢がある状況にお
ける選択行動を確率的に定式化するために，一般的に用
いられている統計モデルである。本研究における RDD
モデルを式 (1)，および式 (2)に示す。

� (1)

�
(2)

　ここで添字 iは個人を示し，目的変数の yi
*はグリー

ン車乗車選択の潜在変数（効用）である。説明変数の zi

は，個人 iがグリーン車運行区間内で乗車した営業キロ
（小数点第一位の切り上げを行う前の値）を示し，diは
1か 0の値をとるダミー変数であり，営業キロが 51km
以上の場合は 1，51km未満の場合は 0となる。誤差項
の εiは独立で同一のガンベル分布に従うと仮定するこ
とによって，二項ロジットモデルとする。αは定数項の
大きさ，β，γは各説明変数の重みを示すパラメータで
ある。また式 (2)に示すとおり yiは 1か 0の値をとるが，
個人 iがグリーン車を利用する場合は 1，利用しない場
合は 0となる。また本研究では diにかかる γがグリー

ン車需要のジャンプを表すため，最も重要なパラメータ
であるといえる。
　グリーン車選択確率の理論値 Pr（yi＝1）は，y*の推定
値 y*を用いて式 (3)のとおり計算できる。

 (3)

　本研究における価格弾力性 ηは式 (3)，および営業キ
ロ 51km未満か以上かによるグリーン料金 p（di）を用い
て式 (4)のように表せる。

�
(4)

　ここで p（di＝0）は 770円，p（di＝1）は 980円となる。
式 (4)の第 1の分数項はグリーン車選択確率の変化率，
第 2の分数項はグリーン料金の変化率を表す。それら変
化率を計算するための分母は，Mankiw（2012）5）に倣い，
変化前後の中間値としている。グリーン車の選択確率の
計算では，グリーン料金が 980円（di＝1）となる最小の
営業キロ（zi＝50.1）と，グリーン料金が 770円（di＝0）
となる最大の営業キロ（zi＝50.0）を基準としている。な
お価格弾力性 ηは先頭に -1を乗じて定義されているた
め，推定値は正であることが想定される。
　価格弾力性 ηは営業キロ 51km近傍で価格が 1％増加
（減少）したときに，需要が約何％減少（増加）するか
と解釈できる。
　2.2節で既述のとおり本価格弾力性が正確に計測され
るためにはグリーン車選択確率以外の変数がジャンプし
ないことを満たす必要がある。それらの変数がジャンプ
しないかの確認は 3.3節で行う。

3．分析に用いるデータ

3. 1　大都市交通センサスの概要
　本研究では 2015年（新型コロナウイルス流行前の
データ最新年次）における首都圏版の大都市交通センサ
スの個票データ（国土交通省総合政策局より提供）を用
いて RDDモデル式のパラメータ推定を行う。
　大都市交通センサスは国土交通省により，鉄道・バス
の利用の実態を把握するために 5年おきに行われている
調査であり，対象地域は首都圏，中京圏，近畿圏である。
大都市交通センサスはいくつかの調査からなるが，本研
究で主に用いるのは鉄道定期券・普通券等利用者調査の
首都圏の個票データである。同調査は 2015年の 11/17

yi* = α + β zi + γ di + εi  

yi = 
1 if ∗  0
0 if ∗  0

Pr(yi = 1) = 
∗

∗

η = －
Pr 1 | 1, 50.1 Pr 1 | 0, 50.0

Pr 1 | 1, 50.1 Pr 1 | 0, 50.0  / 2

÷ 
 / 
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（火）～11/19（木）の 3日間で実施された。
　調査票を受け取った旅客はその日の鉄道トリップ 3
回目までの情報（トリップが 4回以上ある旅客は 3回
目までのトリップと帰宅トリップに関する情報）を記述
する。ここでトリップとは，出発地（自宅等）から目的
地（勤務先等）までの一連の交通行動であり，帰宅トリッ
プは勤務先から自宅までのようなトリップを指す。それ
ぞれのトリップの目的（通勤，通学，業務，私事，帰宅
の 5択），出発地および目的地の情報（住所は町丁目ま
で），鉄道経路の情報（利用路線と利用路線ごとの乗車
駅，降車駅，列車種別），およびそれらに対応する時刻（出
発地を出発した時刻，列車に乗車した時刻，列車を降車
した時刻，目的地に到着した時刻）などを記述する。さ
らに勤務先の始業時刻や，個人属性として性別，年齢を
記述する。なお列車種別は，各駅停車のみ，快速・急行
等，有料列車，新幹線の 4択で回答する。普通列車グリー
ン車，通勤ライナー，特急列車はいずれも有料列車とし
て回答されるため，それらが並走している区間で有料列
車が回答された場合，乗降駅や時刻などの情報からそれ
らを区別する必要がある。

3. 2　分析対象サンプルの選定
　通勤定期券の保有者で，移動目的が通勤，勤務先始業
時刻が 8:00から 10:00の旅客を分析対象とする。
　普通車両とグリーン車の選択を定式化するため，JR
東日本路線のグリーン車運行区間を利用した旅客を分析
対象とする。2015年時点でグリーン車が運行していた
路線は，東海道本線，東北本線，常磐線快速，総武本線，
横須賀線，高崎線，成田線（成田支線），外房線，内房線，
湘南新宿ライン，上野東京ラインである（大都市交通セ
ンサスの表記名称と統一）。原則グリーン車価格は一列
車につき一度支払う必要があるが，上記のグリーン車運

行区間内では，改札口を出なければ同一方向に乗り継ぐ
ことができる。そのため，モデルの説明変数の営業キロ
ziには，上記区間内で各旅客が乗車した分の営業キロを
代入する。
　グリーン車運行区間を利用する旅客であっても，バイ
アスがかかりうる旅客を分析対象外とする必要がある。
総武本線の千葉駅以東，常磐線快速，成田線（成田支線），
外房線，内房線では，常時グリーン車が併結されている
わけではないため，いずれの時間帯でも普通車両とグリー
ン車の選択が可能なわけではない。そのため，同区間を
利用する旅客は分析対象外とする。またグリーン車運行
区間であっても通勤ライナーや特急列車が停車するOD
では，選択肢にそれらの列車も入りバイアスがかかって
しまう。そのためグリーン車運行区間内で乗車した最初
と最後の駅を基準に，分析対象時間帯に通勤ライナーも
しくは特急列車が停車するODは分析対象外とする。
　上記に示した分析対象サンプルにおける移動時刻や個
人属性等に関する変数の記述統計を表 1に示す。対象営
業キロは 1～70km，サンプルサイズは 17,136であり，
不明回答は記述統計量の計算対象から除外している。

3. 3　RDD成立条件の確認
　2.1節で既述のとおり本研究で RDDが成立するため
には，グリーン車選択確率以外の変数が，営業キロ
51km前後にジャンプしないことを満たす必要がある。
グリーン車選択確率以外の変数の営業キロ別の平均値，
およびその近似曲線（2次近似）を図 3（a）～（f）に
示す。
　最初に時刻変数の解釈を行う。（a）始業時刻，および
（b）到着時刻は営業キロにはそれほど依存しない傾向
が見られた。（c）出発時刻，および（d）乗車時刻は営
業キロが長くなるごとに早くなる傾向が見られた。これ

表１　各変数の記述統計
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は営業キロが長いほど通勤所要時間も長くなり，早く出
発・乗車する必要があるためと考えられる。
　次に属性変数の解釈を行う。女性ダミーの平均値は
（e）女性割合と一致する。女性割合は営業キロが長い
ほど低くなる関係が見られた。これは，女性は非正規雇
用である割合が高く，正規雇用と比較して非正規雇用で
は転勤が少ない事情や，時間をかけて通勤するメリット
が小さい事情が反映されていると考えられる。（f）年齢
は営業キロが長いほど高くなる傾向が見られた。これは
年齢が高くなるほど，マンションや持ち家に住む割合が
高くなり，地価の低い郊外に住む傾向や，引っ越しのコ
ストが高くなる傾向が反映されていると考えられる。
　なお，通勤定期の価格は営業キロ 1kmごとに増加す
るが，日本では一般的に通勤定期の費用は勤務先が負担
するため，分析の問題とはならないと考えられる。これ
は通勤手当の非課税枠が 1ヶ月あたり 10万円（2015年
時点）あることに起因する。毎日指定区間内を乗車でき
ることに加えて，毎日グリーン車にも乗車できるグリー
ン定期があるが，グリーン定期では勤務先負担とはなり
にくいと考えられるため，グリーン定期は考慮しない。

さらにグリーン車利用回数にもよるが，営業キロ 51km
近傍においては，グリーン定期よりも通常のグリーン車
価格を利用した方が費用負担は少ないと想定される。グ
リーン定期には 1ヶ月タイプと 3ヶ月タイプがあるが，
3ヶ月タイプで平日通勤 20日 /月と想定した場合，通常
の通勤定期の価格を，営業キロ 50kmで 1,564円 /日，
営業キロ 51kmで 2,052円 /日上回る（2015年時点）6）。
したがってグリーン定期はあまり利用されていないと仮
定しても差し支えないと考えられる。
　上記の考察の限りでは，営業キロ 51km前後でのジャ
ンプは観測されなかった。したがって 2.2節に示した
RDDモデルのダミー変数のパラメータ γは，本研究の
想定どおりグリーン料金変化による効用の変化を示して
いると考えられる。

4．分析結果

4. 1　モデルパラメータと価格弾力性の推定結果
　本研究では（1）1～70km，（2）11～70km，（3）21～
70kmの 3通りの営業キロの範囲を対象にパラメータ推定

図３　営業キロ別の移動時刻・属性の平均値
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を行い，それぞれに基づいた価格弾力性を算出する。こ
こで複数の営業キロ範囲を対象にパラメータ推定を行うの
は結果の頑健性を確認するためである。なお，統計解析
ソフトウェア R（64bit）version 3.6.1の glm関数（gener-
alized linear model；一般化線形モデル）を用いて最尤法
によるパラメータ推定を行った。
　モデルのパラメータ推定結果，およびそれに基づいて
計算したグリーン車需要の価格弾力性を表 2に，各推定
パラメータにおける営業キロとグリーン車選択確率の関
係を図 4に示す。

4. 2　考察
　推定結果（1）～（3）いずれにおいても，γは統計的
有意に負の値で推定され，価格弾力性は 1を超えている
ことが分かる。このことから，グリーン料金が 210円
変化する営業キロ 51km前後にはグリーン車需要のジャ
ンプが存在し，その価格弾力性は統計的有意に 1を上回
ることが分かった。価格弾力性が 1を上回ることは，価
格変化による需要の変化率が価格の変化率を上回るこ
と，すなわち需要の価格に対する感応度が大きいことを
意味する。さらに価格弾力性の値が 1を上回ることは，

価格を安くするとその価格の減少割合よりも需要の増加
割合が大きいこと，すなわち価格を安くすると収入が増
加することを意味する。
　以上から，グリーン車需要は料金に対する感応度が高
く，料金を安くすると料金の減少割合以上にグリーン車
需要が増加し，料金収入が増加すると解釈できる。この
ことからグリーン料金施策は，複々線化や車両増結と
いった大規模な設備投資を行わずとも，事業者収入の増
加に寄与し得ることが分かった。ただし 1章で既述のと
おり，グリーン料金を過剰に安くするとグリーン車が混
雑して快適性を提供できなくなるため，適正なグリーン
料金を設定するには，本価格弾力性の推定値，および現
状の普通車両とグリーン車の混雑度を比較した慎重な検
討が必要である。また，これらは営業キロ 51km前後の
ジャンプから推定された値であるため，上記解釈を営業
キロ 51km近傍以外の通勤旅客に対してどこまで拡張で
きるかは追加的な検討が必要である。
　営業キロ 51km（di＝1）でのグリーン車選択確率は 1.5～
1.8%と 0.3ポイント差で推定された結果と比較して，営業
キロ 50km（di＝0）でのグリーン車選択確率は 3.5～4.3%
と 0.8ポイント差と広い範囲で推定された。価格弾力性は

表２　パラメータと価格弾力性の推定結果

図４　グリーン車選択確率の営業キロ別平均値・理論値
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2.761～4.013と1.252ポイント差とやや広い範囲で推定さ
れた。また営業キロ 51km以上に関しては対象となる旅客
の数が全体の 5.9％（表 1中の営業キロ 51km以上ダミーdi

の平均値）と少ないため，グリーン車選択確率の営業キロ
別平均値にややバラツキがあることが分かる。これらの課
題解決に際しては，2015年以外の年次における大都市交
通センサスデータや，大都市交通センサス以外のデータを
活用することによってサンプルサイズを確保し，より安定し
た推定結果を得る必要がある。

5．おわりに

5. 1　本研究のまとめ
　本研究ではグリーン料金が営業キロ 51kmを境にジャ
ンプすることに着目し，RDDを適用することによって，
平日朝の通勤におけるグリーン車需要の価格弾力性を推
定した。分析の結果，グリーン車需要の価格弾力性は統
計的有意に 1を上回る推定値が得られた。このことから
グリーン車需要の料金に対する感応度は大きく，またグ
リーン料金を安くすると，料金の減少割合以上にグリー
ン車需要が増加し，事業者収入が増加することが示唆さ
れた。平日朝の通勤におけるグリーン車の適正な価格設
定は，本価格弾力性の推定値，および現状の普通車両と
グリーン車の混雑度を比較しながら，慎重に検討する必
要がある。本研究の分析結果が，今後のグリーン車を含
む有料座席サービスの適正な料金設定や，導入車両数の
議論に活用されることを期待する。
　以上より，本研究には価格弾力性がやや幅広い値で推
定されるなどの課題が残ったものの，鉄道に初めて RDD
を適用することによって，鉄道需要の価格弾力性を推定
する基盤技術を構築した。

5. 2　今後の課題
　本研究ではデータサンプルの制約もあったため，分析
対象を平日朝の通勤時間帯に絞り，また複数の路線をま
とめてグリーン車需要の価格弾力性を推定した。しかし
実際の価格弾力性は，平日と休日，通勤ラッシュ時と帰
宅ラッシュ時，またオフピーク時といった時間帯ごとに

異なり，さらに路線ごとにも異なると予想される。した
がって今後の課題としては，他の年次の大都市交通セン
サスデータや，その他の利用実績データを活用すること
によってデータ制約の問題を解消し，時間帯や路線ごと
に異なる価格弾力性を推定することが挙げられる。これ
ができると，例えばラッシュ時は高くなりオフピーク時
は安くなる料金体系や，路線ごとに異なる料金体系など，
より柔軟な料金体系の検討が可能となる。
　さらに今後の研究はグリーン車需要の価格弾力性の推
定に留まらず，実際の普通車両とグリーン車の混雑度の
変化を通して旅客満足度と事業者収入両方の観点から適
正な混雑水準を達成するグリーン料金設定手法の構築ま
で拡張することを目標とする。
　最後に本稿は『交通学研究』第 63号に掲載された論
文7）の内容を一部修正したものである。
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